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「カーボンクレジット創出企業向け人権リスクに関する支援メニュー」の提供開始 

 

東京海上日動火災保険株式会社（取締役社長：城田 宏明、以下「東京海上日動」）と日本工営

株式会社（代表取締役社長：福岡 知久、以下「日本工営」）は、東京ガス株式会社（代表取締役社

長：笹山 晋一、以下「東京ガス」）と共に、カーボンクレジット創出に関与する企業の人権尊重を目

的として「カーボンクレジットの創出に関与する企業の人権尊重のためのフレームワーク」*1を策定

いたしました。 

本フレームワークを基に、東京海上日動と日本工営は、プロジェクト現場における実効性のある

人権配慮の取り組みを支援するため、「カーボンクレジット創出企業向け人権リスクに関する支援

メニュー」の提供を開始いたします。 

*1: 国連「ビジネスと人権に関する指導原則」などの国際規範に基づき、人権への配慮を具体的に実践するための実務的なフ

レームワークです。 

 

1．背景  

近年、企業においては、カーボンニュートラルに関する計画を達成するための手段として、温室

効果ガス(以下「GHG」)の削減努力に加えてカーボンクレジットを活用する動きが増えています。 

一方で、開発途上国で実施される一部のカーボンクレジット創出プロジェクトにおいては、現地

労働者の不当な待遇や地域住民の強制移住など、人権侵害が懸念されています。 

カーボンクレジット創出プロジェクトにおいて問題が発覚した場合、企業はブランドイメージの毀

損のみならず、プロジェクトの停止やクレジット認証が取り消しとなるリスクがあることから、環境面

のみならず人権面における対応がこれまで以上に重要になっています。 

しかしながら、カーボンクレジットに関する国際基準の多くは GHG 吸収量の確保に重点を置い

ており、人権配慮に関する実務的な指針が十分に整備されていないため、プロジェクト現場にお

ける具体的な対応には課題が残されていました。 

こうした課題の解決に向けて、東京海上日動と日本工営は、プロジェクト現場における人権配

慮の実効性を高める支援メニューを開発いたしました。 

 

2．「カーボンクレジット創出企業向け人権リスクに関する支援メニュー」の概要  

本支援メニューは、東京海上日動、日本工営、東京ガスの 3 社で共同策定した「カーボンクレジ

ットの創出に関与する企業の人権尊重のためのフレームワーク」を基に、東京海上日動と日本工

営が共同で開発したものです。 

東京海上日動がカーボンクレジット関連の保険商品やサービス*2*3*4 を通じて培ったリスクマネ



ジメントの知見、日本工営のODA案件における環境社会配慮に関するコンサルティング実績を活

かして開発された、実効性の高い支援内容です。 

サービス内容は以下（１）、（２）の通りです。 

*2:2024 年 7 月 19 日ニュースリリース：【国内初】カーボンクレジットの購入企業向け専用保険の開発  

https://www.tokiomarine-nichido.co.jp/company/release/pdf/240719_02.pdf 

*3:2025 年 2 月 26 日ニュースリリース：「カーボンクレジット対応費用保険」の開発  

https://www.tokiomarine-nichido.co.jp/company/release/pdf/250226_01.pdf 

*4:2025 年 3 月 24 日ニュースリリース：カーボンクレジットの調達におけるリスクマネジメント支援サービスの提供開始 

https://www.tokiomarine-nichido.co.jp/company/release/pdf/250324_01.pdf 

 

（１） カーボンクレジット創出プロジェクトにおける人権リスクの評価、並びに対応策の検討 

プロジェクト実施国や地域の社会状況や法制度、過去の人権侵害の事例などに照らした事

前調査を実施し、現地の地域住民への負の影響がないか、現地労働者の労働条件が不当で

はないか等、プロジェクトが抱える人権リスクを洗い出します。 

現地調査を希望する企業に対しては、日本工営のアジア地域を中心とした世界 42 拠点の

海外ネットワークを活用し、プロジェクト実施国の地域住民、政府関係者、現地労働者などへ

のヒアリングにより情報収集するとともに、ビジネスと人権に関する国連指導原則や FPIC*5等

が適切に担保されているかを調査します。 

*5::Free,Prior and informed consent(FPIC) 主に先住民や地域住民の権利を保護するために用いられる国際的な原則。 

 

（２） ガバナンス・方針策定支援 

カーボンクレジット創出プロジェクトに適用可能な人権方針の有無やその運用状況、地域

住民や現地労働者が現地語で対応可能な救済窓口の設置状況等、カーボンクレジット創出

企業におけるガバナンス体制を評価します。 

必要に応じて、プロジェクトに携わる従業員における人権に関する原則の理解促進や、ガ

バナンス体制構築に向けた支援をします。 

また、プロジェクトで人権に対する配慮を継続していけるように、定期的なモニタリングや見

直しが行える仕組みづくりをサポートします。 

 

なお、本サービスの開発にあたっては、サステナビリティと人権問題に高い知見を有する蔵元

左近弁護士（蔵元国際法律事務所）をはじめとした有識者らの協力を得ています。 

 

3．今後について 

東京海上日動と日本工営は、今後も蔵元国際法律事務所とともに、コンサルティング内容の実

効性向上とクレジットの価値向上に向けた検討を行います。 

本支援メニューの提供を通じて企業が安心してクレジットを創出できる環境整備を推進すること

で、カーボンニュートラルの実現に貢献してまいります。 

以上 
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東京海上日動火災保険株式会社 

取締役社長 城田宏明 

会社設立日 １８７９年８月 

本社所在地 東京都千代田区大手町二丁目６番４号 

URL https://www.tokiomarine-nichido.co.jp/ 

 

日本工営株式会社 

代表取締役社長 福岡知久 

会社設立日 １９４６年６月 

本社所在地 東京都千代田区麹町五丁目４番地 

URL https://www.n-koei.co.jp/consulting/ 

日本工営は２０２３年に設立された持株会社 ID&E ホールディングス株式会社の中核企業です。

ID&E ホールディングス株式会社は２０２５年２月に東京海上グループに加わりました。 

 

https://www.tokiomarine-nichido.co.jp/
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